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ているのに、特に理由もなく使用を拒否したとか
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」（傍点筆者）であることを
強調している。すなわち最高裁は所蔵され、閲覧に供される図書館資料が含む
種々の情報のなかで、とくに「思想、意見」を取り上げることによって、その
思想、意見の展開者、すなわち著者も閲覧に関して当事者として関わりをもつ
こと、および、図書館を「公的な場」と強調することによって、そこで生じる
事態は場合によっては単なる図書館内部、あるいは図書館と職員との間の問題
にとどまらず、住民はもちろん、著者等の外部の者にも影響が及ぶことがある
こと、逆にいえば、住民のみならず、選定・所蔵された著書の著者も図書館で
生じる事態について利害関係を主張できる場合があると考えられることを示唆
するのである（１審判決も、「現代社会における図書館は、いわゆる国民の知
る権利の実効性を確保するための有力な施設の１つであると考えられるに至っ
ている。……そして、これを著者の側からみると、その著作が様々の図書館に
所蔵され、一般読者等の閲覧に供せられることは、その思想や信条などの表現
行為が広く社会の構成員である市民に知られ理解される機会を得ることであ
り、重要な表現伝達の手段であるということができる」とするが、直ちに語を
継いで、このことは図書館の存在意義を明らかにするものではあっても、著者
の図書館に対する権利を導くようなものではないとしている）。
　こうして最高裁は続く第２のパートで、「他方、公立図書館が、上記のとお
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り、住民に図書館資料を提供するための公的な場であるということは、そこで
閲覧に供された図書の著作者にとって、その思想、意見等を公象に伝達する公
的な場でもあるということができる。したがって、公立図書館の図書館職員が
閲覧に供されている図書を著作者の思想や信条を理由とするなど不公正な取扱
いによって廃棄することは、当該著作者が著作物によってその思想、意見等を
公衆に伝達する利益を不当に損なうものといわなければならない。そして、著
作者の思想の自由、表現の自由が憲法により保障された基本的人権であること
にもかんがみると、公立図書館において、その著作物が閲覧に供されている著
作者が有する上記利益は、法的保護に値する人格的利益であると解するのが相
当であり、公立図書館の図書館職員である公務員が、図書の廃棄について、基
本的な職務上の義務に反し、著作者又は著作物に対する独断的な評価や個人的
な好みによって不公正な取扱いをしたときは、当該図書の著作者の上記人格的
利益を侵害するものとして国家賠償法上違法となるというべきである」とす
る。
　最高裁はこうして先に予めのべたように、公立図書館はそこで閲覧に供され
ることになった図書の著者にとっても、その思想、意見等を公衆に伝達する公
的な場であること、およびこのように公衆に伝達される著者の思想や意見は思
想の自由や表現の自由という憲法の保障する基本的人権の保護を受けることを
理由に、著者が公立図書館で閲覧に供されている自己の著書により、その思想、
意見等を公衆に伝達する利益は法的保護に値する人格的利益であるとするので
ある。これは、確かに、筆者が上にのべた、一旦公立図書館で選定、所蔵され、
公衆の閲覧に供されるにいたった図書が故意または重大な過失により、不公正
な取扱いを受けても、著者はそのことについて何ら法的権利ないし利益を主張
できないのかという疑問に対する１つの答えの試みではある。
　ただそれが完全に納得できる答えであるかというと、必ずしもそうはいえな
いのではなかろうか。公立図書館が一般に公衆にとってのみならず、そこで閲
覧に供される図書の著者にとってもその思想や意見等を伝達する公的な場であ
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ると定義しても、そしてそうした定義自体には特段の異議は唱えられないとし
ても、図書館側の選定・所蔵という一方的な行為によってそうした伝達のチャ
ンスを得たことが、いい換えると図書館側の判断によってそうした公的な場に
登場できたことが、どのような理由やプロセスでそのチャンスや登場を不当に
妨げられない法的権利ないし利益の発生に結びつくのか、最高裁判決はそのこ
とにつき、やはり充分な説明はしていないように思われるのである。最高裁は
おそらくこのように図書館が住民にとってのみならず、そこに著書が選定・所
蔵された著者にとっても「公的な場」であるというだけでは依然充分な説明に
ならないおそれがあると考えてのことであろうが、不当に損なわれた思想、意
見等の伝達の利益は、著作者の思想の自由・表現の自由が憲法により保障され
た基本的人権であることにもかんがみると、法的権利ないし利益であると解す
るのが相当であるとして、自己の立論を補強しようとしているが、当然のこと
ながら、憲法上の基本的人権と関わりをもっているならば、当事者によって主
張されている利益が当然に法的権利ないし利益に昇華するというものでもない
であろう。
繰り返しのべたように、筆者も最高裁判決と同じ問題意識をもっているし、
最高裁が単なる反射的利益論や事実上の利益論にとどまらず、さらに考察を進
めようとしていることも、また、そうしていたった結論についても、それなり
に評価するにやぶさかではないのであるが、法理論としてみた場合、それで説
明を完全に尽くしているかといえば、依然疑問が残ることは否めないように思
われるのである。しかし、現在のところ筆者にもそれ以上の納得のいく説明の
持合わせはないので、ここではただこうした最高裁判決に対する疑問を書きと
どめるだけにしておきたい。
なお差戻審(32)はこうした最高裁判決に従って、「公立図書館において、その
著作物が閲覧に供されることにより、著作者は、その著作物について、合理的
な理由なしに不公正な取扱いを受けないという.....利益を取得するのであり、
この利益は、法的保護に値する人格的利益であると解するのが相当」であると
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し（ただし、思想の自由、表現の自由という憲法上の基本的人権についてはふ
れていない）、こうした利益の侵害につき控訴人らに対し１人当たり3,000円の
賠償をなすことを命じ、これについての上告不受理の決定により、この判決が
確定して事件は終わった。
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